
   橿原市社会福祉協議会障がい者等地域活動推進事業助成金交付要綱 

制定 令和２年３月２７日告示第２８号 

改正 令和４年３月１８日告示第２４号  令和７年３月２４日告示第２６号 

令和８年３月１９日告示第３２号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）の地域社会への

参加と自立を促し、障がいに対する地域住民の理解と認識を深めることを目的に、障がい

者団体及び障がい者等支援団体（以下「障がい者団体等」という。）の地域における事業活

動又はその運営に対し、助成金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第１条の２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）障がい者団体 障がい者等又はその家族を主として構成する団体をいう。 

（２）障がい者等支援団体 障がい者等を支援する団体をいう。 

 （助成対象団体） 

第２条 助成金の交付の対象となる団体は、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

（１）障がい者団体等で、当該団体を構成する者の半数以上が市内在住であること。 

（２）代表者、組織及び運営に関する事項を定めていること。 

（３）橿原市内に活動拠点を置き、主に市内で活動していること。 

（４）営利を目的としていないこと。 

（５）助成金を申請する年度において、橿原市又は橿原市社会福祉協議会から他の補助、助

成その他の財政的な援助を受けていないこと。 

２ 会長は、障がい者等の福祉の増進において特に必要があると認めるときは、前項の規定

にかかわらず、助成金の交付対象とすることができる。 

 （助成対象事業） 

第３条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、第１条の目的

を達成するための事業で、次に掲げるものとする。 

（１）地域活動事業 障がい者団体の年３回以上実施する芸術活動、余暇活動、療育活動若

しくは地域での活動発表等の地域交流活動又は障がい者等支援団体の地域における障が

い者等を支援する活動 



（２）地域啓発事業 地域住民の参加を呼びかけ、障がいに対する理解と認識を促進する啓

発活動 

（３）団体運営事業 障がい者団体等（第１号又は第２号の事業を実施するものに限る。）の

運営に関する事業 

２ 助成対象事業は、１団体につき１事業とする。 

 （助成金の額） 

第４条 助成金の額は、助成対象事業の実施に要する経費のうち、別表に定める助成対象経

費に該当する経費の額を合算した額、助成対象事業の実施に要する全体の経費から参加費

等の収入を控除した額又は１００，０００円（過去にこの要綱の規定による助成金の交付

を５回以上受けた場合にあっては、５０，０００円）のいずれか低い額を限度とする。 

２ 前項の規定により算出された助成金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

３ 助成金の総額は、当該年度の予算で定める額の範囲内の額とする。 

 （助成金の交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする団体の代表者（以下「申請者」という。）は、助成金

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

（１）事業実施計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書 

（３）団体規約 

（４）団体構成員名簿 

（５）その他会長が必要と認める書類 

 （助成金の交付決定等） 

第６条 会長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成金の交付

を決定したときは、助成金交付決定通知書（様式第３号）により、助成金の不交付を決定

したときは、助成金不交付決定通知書（様式第４号）により、速やかに、申請者に通知す

るものとする。 

２ 会長は、助成金の交付を決定する場合において、助成金の交付の目的を達成するため必

要があると認めるときは、条件を付することができる。 

 （内容の変更等） 

第７条 助成金の交付の決定を受けた団体の代表者（以下「交付決定者」という。）は、助成



対象事業の内容を変更する場合は、速やかに、事業内容変更承認申請書（様式第５号）を

会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この

限りでない。 

２ 会長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、事業内容変更承認通知書（様式第６号）により、速やかに、交付決定者に通知するも

のとする。 

 （実績報告） 

第８条 交付決定者は、助成対象事業が完了したときは、速やかに、事業実績報告書（様式

第７号）に次に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

（１）事業実績調書（様式第８号） 

（２）収支決算書 

（３）助成対象経費支出報告書（様式第９号） 

（４）領収書等（第１４条第１項に規定する領収書等をいう。）の写し 

（５）その他会長が必要と認める書類 

 （助成金の額の確定） 

第９条 会長は、前条の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査等により、助成対象事

業の成果が助成金の交付の決定の内容に適合するものであるかどうかを調査し、これを適

正と認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金確定通知書（様式第１０号）

により、速やかに、交付決定者に通知するものとする。 

 （助成金の交付の時期） 

第１０条 助成金の交付は、原則として、助成対象事業の完了後とする。ただし、会長が必

要と認めたときは、助成対象事業の実施前又は完了前であっても、その一部又は全部を交

付することができる。 

 （助成金の交付） 

第１１条 交付決定者は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金交付請求書（様式

第１１号）を会長に提出し、会長は、第９条の規定により確定した額を交付するものとす

る。この場合において、前条ただし書の規定により助成対象事業の実施前又は完了前に助

成金の請求があったときは、会長は、当該請求金額を交付するものとする。 

２ 交付決定者が既に助成金の一部の交付を受けている場合は、第９条の規定により確定し

た額との差額について請求するものとし、会長は、その差額を交付するものとする。 
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 （交付決定の取消し） 

第１２条 会長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）助成金を助成対象事業以外の用途に使用した場合 

（２）助成金の交付決定の内容又はこの要綱に違反した場合 

（３）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けた場合 

（４）その他会長が特に必要と認める場合 

２ 前項の規定は、第９条の規定による助成金の額の確定があった後においても適用する。 

３ 会長は、第１項の規定による取消しをした場合は、助成金交付決定取消通知書（様式第

１２号）により、速やかに、交付決定者に通知するものとする。 

 （助成金の返還） 

第１３条 会長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合においては、助

成対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を

定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 会長は、第９条の規定による助成金の額を確定した場合において、その額を超える助成

金が既に交付されているときは、期限を定めて、その超える額の返還を命ずるものとする。 

３ 会長は、第１項の助成金の返還を命ずるときは、交付決定者に対し、助成金返還命令書

（様式第１３号）により、返還を命ずるものとする。 

 （会計帳簿等） 

第１４条 交付決定者は、助成対象事業に関するすべての支出及び収入について会計帳簿に

記入するとともに、金額、年月日及び目的等を記載した領収書、その他支出及び収入を証

すべき書類（以下「領収書等」という。）を徴し、又は作成しなければならない。 

２ 交付決定者は、前項の会計帳簿及び領収書等を整理し、当該助成対象事業の完了した翌

年度の４月１日から３年間これを保存しなければならない。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則（令和２年３月２７日告示第２８号） 

 この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

   附 則（令和４年３月１８日告示第２４号） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 



２ この要綱の実施の際、現に改正前の要綱の規定により作成されている様式の用紙で残存

するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

   附 則（令和７年３月２４日告示第２６号） 

 この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

   附 則（令和８年３月１９日告示第３２号） 

 この要綱は、令和８年４月１日から実施する。 

 


